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現代海運における船籍制度とその運用
—現象，本質および歴史的意義一—•
東海林 滋
I はじめに一ーある反省とそこからの視角ー一
この論文は，故清水宗ー教授の追悼記念号に収録されることになってい
る。教授は私と同年令であった。陶淵明が有名な「帰去来の辞」において，
「わが生のゆくゆく休するを感ず」と詠じたのは，彼がまだ41歳の時であっ
た。いま，私は，陶淵明のいうように「生の休するを感ずる」ほどではない
が，しかし，研究活動については，追い追いそれに近いものを感じている。
この論文も，故人を偲んで筆を執ったものの，所詮は，雑然たる寄せ木細工
のようなものになるに遮いない。そこで，ついでのことに，私が自分のお粗
末な研究活動を通じて，体験上感じている反省を 1つ述べてみたい。
それは，やや抽象的にいうと，ある 1つの命題（仮説）を立てて理論的分
析を試みると，それが至極スッキリした切れ味のものであるほど，後になっ
て，それに合わない現象が想い合わされ，浮ぴ上がってきて，結局は平凡な
結論に落ちつくことが多い，ということである。そんなことは，複雑な社会
現象を分析する場合，当然の成り行きであって，少し落ち付いて考えれば，
先に立てた命題が無理な前提から出発していたことが分かるはずであったか
も知れない。しかし，実際は，私の場合，いきおい込んで発表してから，後
になって，どうもまずいと思い直すことがままあったのである。
その1つの例が，海運政策（論）の休系を，産業保護政策と産業組織政策
とに分けて考えるという立場をとったことである。そして，前者について
は，その分析的原理を資源配分論に求め，後者については，それを産業組織
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(1) 
論に求めるという形で，海運政策の理論を 2分してしまった。これは，海運
業の機能に即していえば，船舶の所有（細かくいえば，船舶の所有と管理）
段階と船舶の運航（または運用）段階とで，政策を 2分してとらえる一一つ
まり，その各々について，政策のあり方を考える場合の理論が異なる（べき
だ）とする―ことを意味する。
こうしたとらえ方は，いわゆる「産業政策と独禁政策の対立・矛盾」とい
う形で，往々現実に問題となるところであり，必らずしも捨てたものではな
い。しかし，これにはやはり無理というか，難点がある。 1つは，政策の主
休が国家として統一されたものであるかぎり，この両者の理論を統合するも
のがさらに要求されるからである。いま 1つは，対象となる海運産業自身，
マルクス経済学的にいえば，産業資本として自己増殖を目指した一貫した原
則のもとに行動しようとするはずである。つまり，船舶の所有も管理も運航
も，それぞれが海運資本の運動過程の1つの局面にすぎない。したがって，
政策のあり方としても，それをバラバラにとらえるのは妥当でない。分析上
2分するのはよいとしても，さらに両者を統合してとらえる視点が欠けてい
るのである。
私が，このような，いわば分かり切ったことに気が付いたのは，その後，
この論文の前編ともいうぺき「カポクージュと船の国籍ーー海運政策の法制
的側面ー一」（『関西大学商学論集』第28巻第1号， 1983.4)を書いてからの
ことである。この場合，カポクージュとは，いうまでもなく沿岸航路独占政
策のことであって，つまりは海運市場（船舶の連航）に対する国家の介入政
策であり，他方，船の国籍というのは，船舶の所有およぴ管理（とくに船員
の配乗）に関する国家の規制政策にほかならない。
そこで，上記の論文では，船舶の国籍（船籍）制度の由来をたずね，近世
初頭の英国における数次の航海条例が，その対象とする「英国船」とは何か
(1) 拙著「海運論」 1971,262-263ペー ジ。このとらえ方は， そこで注記したよう
に，当時小宮隆太郎教授の発表された考え方に追随したものであり，さらにさか
のぼれば，「経済政策の理論は，経済学の理論と同じである（同じでなければな
らない）」という K.E．ポウルディング教授の所説を信奉した結果でもあった。
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を規定する形で，そのまま船籍制度の起源をなした（技術的なトン数制度の
起源もこれに連なる）ことを明らかにしたのである。すなわち，海運業（実
際は，冒険的海上商業）を主産業とした，近代国家形成期のイギリスにあっ
ては，市場政策と産業政策とは，けっして別々のものではなく，同じ海運政
策のなかで一体になっていた，と考えられるのである。
ただ，しかし，ここで再び問題となるのは，そのような両者の一体性が，
今日においても果たして通用するかどうか，という点である。 1つは，現代
の国家が抱える問題である。すなわち，硯代の国家は，その支配装置という
点では拡大の一途をたどって肥大化しながら，負担過重のために，社会の要
求に対する柔軟性と敏捷性を失ないつつある。他方，社会の側では，国家が
（官業を含めて）貧欲に社会の資源を吸収し，しかもそれがそのまま，国民
の政治参加を促し，福祉を増進した国家形成期とは異なり，相当の豊かさを
達成した成熟国家では，市民社会は国家に対する期待を放棄し，政治的無関
(2) 
心の度合いを深めつつある。産業構造が変化し，産業社会と一般国民とのあ
いだに利害の不一致が多発化するとき，現代の国家には，それを政治的に統
ーして処理する能力が失われつつある，といえるのではなかろうか。・
いま 1つ，問題を経済の側から問いつめれば，それはいうまでもなく経済
の国際化であり，経済活動における「国境の形骸化」がもたらす問題にほか
ならない。通信技術の発達，輸送手段の効率化，自由貿易思想の普及，先進
諸国における規制綬和の浸透などによって，今日の世界経済はますます「ポ
(3) 
ーダーレス化」しつつある。外航海運もこの埓外ではない。そのとき，船の
国籍とはいかなる意味合いをもつのか。他の産業と同様に，ますます国家の
駕絆を脱却しようとする資本の行動に対して，国家はどのような仕方で，こ
れを引き止めようとするのであろうか。
いいかえると，経済的には，すでに国家は市場政策（航路独占政策）をつ
うじて自国海運業に保護を与える道を封ぜられており，しかも他方では，最
(2) 猪口孝「国家と社会」現代政治学叢書1,1988, 1-2ペー ジ。
(3) 中谷巖「ボーダーレス・エコノミー」 1987, 8ペー ジ。
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大の権力主体として，他の国家に対し国民の安全を保障する政治的責任を有
する。 その意味では，「国旗」に象徴せられる船舶の国籍は， 依然として国
家の重大関心事であらねばならない。今日，いわゆる「オフショア船籍」と
か「国際船籍」あるいは「第2船籍」の名で登場しつつある「新しい船籍制
度」は，すべてこうした現代の国家と海運が抱える政策上の難問に，何とか
(4) 
して対応しようとする苦悩の現われといえるのではなかろうか。
さて，以上，悔運政策のとらえ方について，これまで自分の採った方法に
ついての反省を述べ， さらにそこから転じて，およそ現代国家の海運政策が
抱えている政治・経済上の基本的な難問について，いささか結論じみたとこ
ろにまで筆を延ばした。要するに，これが，上記表題のもとで，私が現実に
もとづいて解明すべく，みずからに課した課題であり，問題意識にほかなら
ない。
とはいえ，この課題は，はなはだ壮大であって，非力のよく応え得るとこ
ろではない。おそらく，はじめに述べたように，論文ともいえない雑文にと
どまることであろう。しかし，ともかくこのような形で，いま念頭にある問
題意識を明らかにした後で，つぎに本論として，まず「船箱」の今日的状況
を点描することから始めよう。
(4) 1987~88年における海造審（海運造船合理化審議会）海運対策部会の課題は，
次の 2つのワーキング・グループの名称によく現われている。すなわち，「北米
定期航路問題」と「フラッギング・アウト問題」の2つであって，この事実こ
そ，まさしく私がここでいわんとしていることを端的に示している，と私には思
われる。いうまでもなく，前者は船舶の運航ないしは海運市場のあり方に関連し
ており，他方後者は，船舶の所有と管理（艤装）のあり方を問題にしているから
である。
いま 1つ，学会での討論を想起していえば， 1983年10月の日本海運経済学会の
シンボジウム「新しい国際環境と日本海運業」において，報告者の 1人高橋宏氏
（日本郵船）は，現下最大の問題は「船腹過剰」であるとされた。これに対して，
フロアーにおられた萩原正彦氏（萩原マリン・コンサルタンシー）は，それは
「船員問題」である，と。言葉をかえてくり返せば，前者は製品市場の問窟であ
り，後者は要素市場の問題である。
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I 船籍をめぐる現代海運の諸相
1. ペルシャ湾危機と「日本関係船舶」
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1987年におけるわが国の原油輸入量は，約1億6,000万トンで， いわゆる
「省エネ」の浸透や製品輸入の拡大のため，一時期ほどではないにせよ（最
高は， 1973年の2億5,000万トン），依然として日本経済を支える命綱である
ことには変わりがない。そのうち，中東から運ばれてくるのは1億830万ト
ン，全体の67.5％に当たる。このうちで，サウジアラビア産の原油は，一部
がパイプラインによって紅海から積み出されるので，問題のペルシャ湾，そ
の湾口に位置するホルムズ海峡を通過して日本へ輸送される原油は約9,200
(5) 
万トン，全輸入量の57.4％にのぽる。
この航路で，実際に石油を運んでいるのは，どこの船か。同じく原油につ
いていえば，上記1億6,000万トンのうち， その54％は日本（籍）船で，さ
らに30％は， 日本の船社が外国から用船した外国船（外国用船）によって運
ばれている。合計の積取比率は，実に84％にのぽる。これは，通常の国際航
路としては，異常に高い，一種独占に近い積取比率といえる。なぜなのか。
6,000~7,000マイルに及ぶ長距離航路においては，超大型船（いわゆる
VLCCないし ULCC)が経済的に有利であり，しかもその運航技術は，主
として日本と西欧諸国の船員によって開発され，高度の熟練を要するがゆえ
に，容易に発展途上国の船員に委ねられるに至っていないからである。
ついでながら， 日本経済の上記のような「ホルムズ依存度」を諸外国に比
べると，どうであろうか。後述するように， 1987年7月22日，米国海軍はペ
ルシャ湾においてクウェート（米国籍に便宜移籍）タンカーの護衛を開始し
たが，それを伝える新聞は，同時にこの点について表ー1のような数字を示
した。
この表によって明らかなように， 日本のホルムズ依存度は圧倒的に高い。
- - -- --- --
(5) 運輸省絹「外航海運の現況—岐路に立つわが国外航海運一」（外航白書）
1988.7.20, 112ペー ジ， V-9表による。
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表ー1 西側先進国の湾岸石油依存度
日 1西独 I仏 I 伊 I 英I米 IB I 
石油消費量（百万パーレル／日）
石油輸入依存度（彩）
湾岸石油依存度（彩）
16.1 I 4.31 2.41 1.s i 1.6 I 1.5 
37 I 100 i 100 I 94 I 100 
61 60! 101 33! 51 
ホルムズ海峡を通過する （彩）タンカーヘの依存度 4 55 | L. ....... •11 .．．．．・」（西欧全体）
ホルムズ海峡を通過する
石油の輸入量（万バーレル／日）
同上指数（米国＝100)
64 I 237 I 26 I 20 I 18 
100 I 310 I 41 I 31 I 2s 
（備考）米エネルギー 省資料などによる。 198炉F平均。クンカー 依存度は87年第2四半期の推
定。英国は石油純輸出国。
（出所） 「日本経済新聞」 1987.7.22.ただし，最後の2項目は筆者が目安に算出。
（注） 1バ-vルは約159リットル。したがって， 1万バー Vル／日は，比重を0.85とすろと，
約50万トン1年に相当する。
アメリカが，最高時には戦艦・空母を含む27隻の艦艇と 1万5,000人の将兵
(6) 
を投入し，月額2,000万ドルに及ぶ多大な出費を強いられた（？）とき，米
国では議会を中心に， 日本にも応分の負担を要求すべきであるとの声が起こ
ったことは，今なお記憶に新しい（日本でも，少数ではあるが，自衛艦を派
遣すべきだとの意見が出された）。
それはともあれ，ペルシャ湾においては， 1984年3月，イラクがイランの
カーグ島（石油積出し基地）周辺でクンカーを攻撃，それ以後，相互に報復
的な「クンカー戦争」が始まった。 1980年9月の戦争開始以来3年半後のこ
とである。タンカー戦争は， 1988年8月に停戦が成立するまで， 4年5カ月
にわたって，起伏しながら継続し拡大された。この間，攻撃を受けた各国の
商船は合計407隻に及ぴ，死亡した船員は 333名，負傷者は 317名にのぼると
いわれる。そのうち， 日本関係船舶の被弾は19件（日本人船員の乗船として
(7) 
は12隻）， 日本人船員の被害は，死者2名，負傷者1名であった。
クンカー戦争が激化した1987年夏頃，ペルシャ湾には，常時日本船が 20
(6) これらの数字は，「毎日新聞」 1988.9.29による。
(7) 「毎日新聞」 1988.8.20夕；日本海事広報協会「海上の友」 1988.8.21。
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(8) 
隻船員の数にして約600人が就航していたといわれる。同年中に入湾した
日本関係船は延べ1,038隻（うち， タンカー645悛；日本船340隻，外国船305
隻），船員数は延べ13,737人（うち， 日本締タンカー乗組員は7,895人）であ
(9) 
った。このように，多数の船舶と乗組員が就航しながら，犠牲者が比較的少
なかったことは，不幸中の幸いであって，これには，国内閲係者による一致
(10) 
協力した安全・情報支援対策も与かって力があったものと思われる。
もちろん，ペルシャ湾危機の総括を述べるのがここでの目的ではない6 注
目するところは，この危険な海域に，無防備のまま， 日本人船員は，どのよ
うな国籍の船に，どのような仕方で乗り組んでいたのか。いいかえると，新
聞などの伝える「日本関係」船舶とは，一体どういう船なのか。それが，こ
こでの問題である。あえてペルシャ湾の危機を取り上げたのは， 1つには，
こういう時でなければ世間から注目されずに終わったかも知れない，今日の
日本人船員ないしは日本商船隊の実像が，そこで—恐ろしい閃光のなかに
(11) 
—浮き出されていること，およびいま 1 つは，後述する米軍のタンカー膜
(8) 「同上」 1987.6.21;「毎日新聞」 1987.9.9（社説）。
(9) 「海上の友」 1988.5.21;「船協月報」 1988.5。1988年7月20日，第48回海の
記念日に際し， 1985~87年に13回（年平均4回）以上ペルシャ湾入りした船員37
人に対して，運輸大臣表彰ならびに総理大臣慰労が行なわれた。
(10) 例えば，徳田廻夫「“ペルシャ湾への日本船配船中止”は誤まりだ：現地情勢
を判断し，労使協艤で桑軟に対応」「海上の友」 1984.8.21；小島 豊「安全‘‘神
話’'が生き続けて欲しい：ペルシャ湾の船舶攻撃事件と就航船の安全対策」「海
運」 1986.11を参照。朝日新聞の記者の同乗体験記によれば，ラスクヌラで出会
ったリベリア船の場合は，入湾以来会社からもどこからも何の情報も受けていな
かったという（同船の職員はイギリス人，部員はフィリピン人であった）。土井
全二郎「戦火のペルシャ湾を行く：タンカー日章丸の場合」⑥「朝日新聞」
1986.10.11タ；「海上の友」 1986.12.11。
(11) 1982年1月15日に起こった，フィリピン空軍機による「へっぐ」銃撃事件は，
「マルシップ」の存在を人びとに教えた。前掲拙稿「カボクージュ」 155ページを
参照。ただし，その後1983年4月からは，船舶職員法の改正に伴い，マルシップ
には数名の日本人職員が乗り組み，結果としていわゆる「混乗」体制になってい
る（新マルシップとも）。 1988年12月のフラッギング・アウト問題ワーキング・
グループ報告書のいう「海外貸渡方式」がこれであって，新しい船籍制度の創設
に代わる経費節減方式として注目されている（新々マルシップとも）。 これにつ
いては，とくに宮岡 (23Jを参照。この論文は，内容的に本稿の全般に関連して
いる好論文である。
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衛に関連があるからである。
さて， 日本関係船舶のうち，最初にタンカー戦争に出会ったのは， リベリ
ア締のケミカル・タンカー「ケミカル・ベンチャー」(29,000トン）で， 1984
年5月24日，サウジアラビアのアル・ジュペイル港の沖合で，イラン機の攻
撃を受けて炎上した。乗組員31人は，全員香港国籍で，サウジアラビア海軍
に救助された。実際の船主は香港の華光グループであるが，この船が日本関
係船とされたのは，用船・運航者が日本のジャパンラインだったからであ
(12) 
る。この種の船は， 日本関係船のうちでも， もっとも「緑のうすい方」に属
する。
2番目は，同じくジャパンラインが用船していたリペリア籍のVLCC「プ
リムローズ」 (276,000トン）で，同年7月5日昼頃，ペルシャ湾南部中央海
域で飛行機から攻撃された。本船の乗組員26人は全員日本人で，幸い負偽者
はなかった。これは，同社のいわゆる「仕組船」であって，それに，安全と
(13) 
雇用対策のために日本人船員を配乗していたのである。日本船ではないか
ら， 日の丸の旗を掲げることはできないが，安全上の対策として，甲板上に
日の丸を描いていたという。 VLCCなどでは，少々大きい旗よりもペンキ
で描いた日の丸の方が余程有効であろうが，結果的には無視されたのであ
る。
日本人船員で最初に犠牲になったのは， 1985年2月18日，「プリムローズ」
(12) 「毎日新聞」 1984.5.25夕などを参照。以下，すべて手許の新聞記事等による。
参照すべき重要な文献を落としているかも知れないが，上記のような目的による
もので，諒とされたい。なお，本項ではトン数はすべて千以下を切り捨て，重最
トン数で表示した。
(13) このように，クルー全員に日本人を配乗するものを「労務提供船」（労提船）
という。それに対して，その一部（主として職員）のみを派遣し混乗の形態をと
る船ー一ほとんど便宜置籍船 (FOC)一ー が， 最近では多くなっている。減員の
主な対象となるのが部員だからである。「外航白書J1987, 111ペー ジ；「同」
1988, 55ペー ジ。例えば， 1987年9月30日，ホルムズ海峡で攻撃されたリペリア
箱タンカー「ダイヤモンド・マリン」 (223,000トン；用船者日本郵船）の場合，
船長以下8人が日本人，他の16人は韓国人であった。
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とほぼ同じ海域で，クウェート籍のコンテナ船「アル・マナク」 (35,000ト
ン）がイラン航空機の攻撃を受けた際，操機長として乗船していた藤村憲一
氏 (49オ）である。同船の船主は， ユナイテッド・アラプ・シッピング社
(UASC)で，イラク，クウェート，バーレンなど湾岸6カ国の共同出資で
設立されており， 日本の大阪商船三井船舶が「国際技術協力の一環として」
（全日海声明）全乗組員25名を労務提供していたものである。当時の運輸省
の説明によると， 84年10月現在，労務提供船は150隻， 3,900人の日本人船員
(14) 
が乗り組んでいた，とされる。
いま 1人の日本人犠牲者は， 1988年3月17日夜，やはりアル・ジュベール
港の沖合で， イラン海軍の高速艇から攻撃されたパナマ籍の LPGタンカー
「マリアI」(4,000トン）に乗船していた新ノ居静士氏 (46オ）である。同
船は，愛媛県北条市の高縄商事が実質上の船主で，東京の共和産業海運が用
船し，欧州／中東／東南ア間を三国間輸送に当たっていた。乗組員は19人全員
が韓国人であったが，新ノ居氏は船主の子会社の鹿島汽船から現場監督とし
て乗船していたのである。当時の運輸省の説明によると， 1984年にタンカー
戦争が始まって以来， 日本関係船が被弾したのは，これで17隻目であり， 日
(15) 
本人船員が乗り組む船舶の被害としては11隻目であった。
この間， 日時はさかのぼるが， 1987年には正真正銘の日本船3隻が被弾し
ている。すなわち， 1987年1月6日夜，新和海運の新造 VLCC「コスモ・
ジュピクー」 (238,000トン；乗組員20名）が，同じく 5月5日には東京タン
カーのタンカー「秀邦丸」 (256,000トン；同27名）が， さらに 9月2日夜に
は日正汽船のクンカー「日信丸」 (180,000トン；同21名）が攻撃を受けた。
いずれも， 日本籍であり，乗組員全員が日本人であった。とくに日信丸の場
合は，夜間とはいえ，相手のガン・ボートからはトランシーバーによる船名
(14) 「日経新聞」 1985.2.19タ。
(15) 「毎日新聞」 1988.3.18夕；「海上の友」 1988.4.1。なお，前記の「負傷者1
名」は，「アル・マナク」被弾の際，消火作業中の事故によるものとされている
（日本海事広報協会調べ）。 1 
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•国籍等の誰何があり，それに応答して「オー・ジャパン／」「サンキュー，
グッド・ナイト．1」という言葉さえ返ってきたという。攻撃を受けたのはそ
(16) 
の直後であった。前記小島豊氏の論文（表題）にあったように，前年まで
は，日本船は攻撃されないという「神話」があったが，やはりそれも崩れ去
ったのである。
いうまでもなく，明らかに中立国の船と分かりながら攻撃を加えること
は，国際法上まった＜蓮法行為である。 1985年9月には，商船三井の労提船
「アル・ワティア」（クウェート籍コンテナ船）や山新・商船三井・日本郵
船共有のコンテナ船「東豪丸」が，いずれもイラン軍兵士の臨検を受け， 10
~14日拘留の後，積荷の一部（イラク向け貨物）を押収された。これなど
は，まだしも致し方ない方であるが，それでも武器・弾薬でもない通常の貨
物を積んだ船に対する取り扱いとしては，なお疑問の余地がある，とされ
釘
ともあれ， 日本関係船は，そうした無法で危険な地域に就航して， 日本経
済の「生命線」を維持した。しかし，大方一般の関心はそれほど高かったと
はいえない。その1つの原因は，何といっても遠隔の地で，しかも長期にわ
たって断続したこと。また，問題の石油については，とくに86年以降，原油
価格が下落し，備蓄も140日程度にふえて，［油断」のおそれが遠のいたこと
などが考えられよう。実際，今日では原油価格は実質では第1次石油危機以
前に戻っているとのことであるが，その一因である円高が，そのまま他方で
は，「いのちを的に」石油を運んだ船員の雇用を脅かし， この間，船員全般
の関心は， クンカー戦争もさることながら，より多く，より重く，自分達の
失業・転馘に集中していたことであろう。何とも皮肉ーーというよりは，冷
(18) 
酷無情な経済の現実であった。
(16) 「海上の友」 1987.9.21。
(17) 「同上」 1985.10.11。
(18) 主要な外航船社（外航2船団）所属の船員数は， 1971年の4万8,000人を最高
に逐年減少し， 78年には4万人を， 83年には3万人を， 87年には2万人を割っ
て，同年4月1日には17,681人であった。 87~88年度には「緊急雇用対策」とい
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さて，ここで，本来の目的に戻って，いわゆる「日本開係」船舶の内容を
確認してみたい。最近の『外航白書』などは， 日本船のほかに， 日本の企業
が用船し運航している外国船（外国用船）を加えて「日本商船隊」と呼んで
いる。日本開係船がこれを含むことは，いうまでもない。しかし，それは，
いうならば海運資本的見地であり，所有と運航の点で日本企業との係わりを
とらえたものである。ここで，問題としてより重要なのは，労働者とくに乗
組員との係わりである。船主機能のうち，当該船舶の管理（艤装），ひいて
はその中心的要素である配乗の対象として， 日本人船員が雇用されている船
(19) 
は，すべて「日本関係」船でなければならない。抽象的にいえば， 日本国民
のもつ資本と労働が投入されている船舶を指すことになるであろう。
上記「マリアI」の事件を伝える『海上の友』 (1988.4.1)によれば，海
員組合の情報として，つぎのような数字が挙げられている。すなわち，同年
2月1日硯在，外航船社（外航2船団）をはじめ愛媛船主，金融，商社など
日本企業が実質支配する FOCは約1,500隻で，このうち，海員組合が船主
と何らかの労使関係を結んだ日本人船員（組合員）が配乗されている FOC
う名の雇用調整が強力に進められ， 1年余りで33%,5,800人の船員が職場を失
なった。 88年8月1日硯在では11,885人。同年中には 1万人を割るのではない
か，とさえいわれている。「海上の友」 1988.5.21; 「同」 12.21; 「朝日新聞」
1988.8.17など。
(19) ズバリ，船藉要件に即していえば，「操縦主義」の観点がこれに当たる。同様
に，「建造主義」を持ち出していえば，おそらく現在航洋船の半数近くが「日本
関係」船に該当するのではなかろうか。私の調べたところでは，上記船名中．「ァ
ル・マナク」だけは日本製ではなく， 1963年韓国の現代重工業蔚山造船所の建造
であった。ちなみに， UNCTADのある資料によれば， 1974年に主要な自由登録
国で登録された新造船のうち， 81%（パナマは100%；総トンベース）は日本で
建造されたものであった。 Cf. UNCTAD, Economic Consequences of the 
Existence or Lack of a Genuine Link between Vessel and Flag of 
Registry, TD/B/C. 4/168, 1977, p. 30, Table 5；関西大学経済・政治研究所
多国籍企業研究班訳「多国籍企業問題資料viー 一便宜置籍船の法と経済ーー」
（同研究所「調査と資料」第32号） 1979,46ペー ジ， 表5を参照（％は引用者に
よる）。
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は，約340隻（約2,600人）にすぎない。残りは，全員外国人か，一部未組織
（非組合員）の日本人船員との混乗で運航されている。その実態は，まった
＜掴めておらず，したがって，当時の安全対策からもはずれていた（「マリ
ア1I」はそのうちの 1隻である）。
1986年に，あるパナマ籍の仕組船に混乗（日本人5名， フィリピン人16名）
した船長の手記によれば，ペルシャ湾入湾に際して，彼は遮法を承知で，ハ
ッチカバーと両舷側に「落書き」の日の丸を描かせた，という（本船は，翌
87年1月6日夜，前記「コスモ・ジュビクー」が被弾するのを視認した）。
彼はいう一ー「〔日本船社が実質上の所有者なので，その意味では〕日本船
でありながら， 日本船でない船， 日章旗を掲揚したくても掲揚できない船，
船を人生の道場とし，海に命をかける‘‘船人”の心情を幾人の日本人が理解
(20) 
してくれるであろうか。」
「日の丸」が国旗であるかどうかについて，国内では議論があるらしい。
しかし，少なくとも国際的には，「日の丸」以外には日本の国旗はない。公
海上で国旗を掲げない船舶は，海賊船とみなされても仕方がない。船舶は国
籍をもち，国旗を掲げなければ一ーパスボートをもたぬ国外旅行者と同様
(2i) 
—国家の保護は受けられないのである。他方，仮りに自衛艦がペルシャ湾
へ出動したとしても，自衛艦が護衛するのは，「日の丸」を掲げた日本船の
みに限られる。仕組み船は，護衛の対象とはならないし，されてはならない
(22) 
のである。
このようにして，資本にとっても労働にとっても，「日本関係」船舶は，
(20) 松本安弘「混乗船船長・恐怖のペルシャ湾航海記」「海上の友」 1987.6.11。
(21) 「船舶は，その旗を掲げる権利を有する国の国籍を有する」（公海に関する条
約， 1958,第5条）。また「船舶は，一国のみの旗を掲げて航行するものとし，
公海においてその国の排他的管轄権に服する。二以上の国の旗を適宜に使用して
航行する船舶は，そのいずれの国の国籍をも第三国に対して主張することができ
ない。また，このような船舶は，国旗のない船舶とみなすことができる」（同，
第6条。ただし，条文は抄記）。
(22) 萩原正彦「有事の際の自衛隊による外国商船の護衛問題」「日本海事新聞」
1983.5.2, 2-3ペー ジを参照。
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国家の安全保障の枠組みからは（少なくとも部分的に）はみ出た概念であ
る，といわねばならない。逆にいえば，そのよ＇うな不安定な船舶に，資本は
ともかく， 日本人船員の生命が托されているからこそ，とくに「日本関係」
というとらえ方が必要とされるのである。それでは，同じペルシャ湾におい
て，例のクウェートのタンカーは，どうしてアメリカ悔軍がそれを護衛した
（できた）のか。それが，つぎの問題である。
2. 米軍によるクウェート・タンカーの護衛問題
はじめに，なぜ米軍がクウェートのタンカーを護衛するようになったの
か，そのいきさつを簡単に述べることとする。そもそも， クウェートは交戦
国イラクの湾岸西隣に位置する小国（人口170万）であって，今次の戦争に
際しては，湾岸協力会議 (GCC)の一員として終始イラクを支援し，イラク
の「同盟国」と目されていたが， 1986年2月，イランがイラク南部の海岸都
市ファオを占領し，そこにミサイル（中国製といわれる）を設置するに及ん
で， クウェートの領上および石油輸送の安全が脅かされるに至った。
そこで， クウェートは， 1987年4月，アメリカ， ソ連， イギリス，中国な
ど数力国に対して，自国タンカーの護衛を要請。これに対して， ソ連はいち
•早く自国のタンカー 3 隻をクウェートに用船に出し，それを護衛することを
申し出て，実行に移した (4月14日）。事実， 5月17日夜にイラク機が（誤
って）米艦をミサイル攻撃し，多数の死傷者を出す事件があったが，その前
日16日の夜， クウェートがチャーターしたソ連タンカーの 1隻が触雷・破損
する事故を起こしている。しかし，ともかくこの場合は，運航者は外国であ
るが， ソ連船籍の船をソ連が護衛するのであるから，法的には問題はないこ
とになる。
他方，米国は，開戦以来公式には中立を守ってきたが，前年 (1986)の11
月にイラ・ン・コントラ事件 (1985~86年）が発覚して， イラクをはじめ湾岸
アラプ諸国に対して威信を失墜し，逆に不信を買っていた。ソ連は，その間
隙を衝くように，イラクやクウェートに武器供与を行ない， タンカ一護衛に
乗り出した。アメリカが， 5月20日，クウェート・タンカーの護衛計画を発
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表したのは，このような中東情勢に対する政治的対応策であったと見られて
し‘茫
同年6月 (8~10日）のヴェネチア・サミットにおいても，この問題が取
り上げられ，「ペルシャ湾の安全航行に閲する特別声明」が発表された。も
っとも，声明では西側諸国による共同防衛行動にまでは至らず，また国内に
おいても，アマコスト国務次官（政治担当。当時；新駐日大使）は， 6月11
日の上院軍事委員会において，「米海軍部隊は，日本などの外国船舶がイラ
(24) 
ンの攻撃を受けても，これを護衛する任務を持たない」と言明した。
つまり，問題の焦点である船籍についていえば，米国政府は米国籍船のみ
(25) 
を護衛の対象とする，というのである。したがって，当然クウェートのタン
カーは，米国へ移籍（政治的な便宜移籍．／）されねばならない。実際，そう
した上で膜衛が開始されたのである。しかし，すでによく知られているよう
に，米国船籍取得の条件はきびしい。とくに乗組員について（操縦主義），
職員の全員と部員の 4分の 3が米国市民であることを要求しているからであ
る。それでは，この場合，それをどうやって切り抜けたか。それが，前項の
(23) 小山茂樹「ペルシャ湾の防衛」「日経新聞」 1987.6.5夕；同「破局に向かうか
ペルシャ湾」「同」 8.4タなど。なお，当時クウェートの保有するタンカーは21隻
で，そのうちの11隻が米軍護衛の対象となった。内訳は，外洋クンカー 6隻，
LPG 4隻残りの1隻は湾内輸送用である。 7月誰衛の当初，このうちの LPG
1隻のみが日本向けで，他は西欧向けに就航した。なお，その当時，アメリカも
2隻〔イギリスは 3隻］のタンカーをクウェートに用船に出しており，それらも
膜衛の対象となった。「同」 1987.7.15夕。
(24) 「日経新聞」 1987.6.13。
(25) 米国企業による便宜置藉船も，条約もしくは艤会の決定がないかぎり，米軍の
護術の対象とはならない。この原則は，すでに1957年当時，アカパ湾の通航問題
に閲連して，ダレス国務長官が明らかにしている。 Cf.Boczek, B. A., Flags 
of Convenience-An International Legal Study— ,1962, p. 195.前年
のスエズ危機に際して，図らずも見られた「米国海運」の意味のあいまいさにつ
いて，拙稿「米国海運と “EUSC"Shippingー 一安全保障と便宜置箱船ーー」神
戸大学経済経営研究所・研究叢書27「海運における国家政策と企業行動」 1984,
71ページ，注7を参照。
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終わりに指摘した問題点にほかならない。
(315)165 
そこで—もちろん，断片的な資料によるのであるが一ー政府（レーガン
政権）の考え出した方法は，つぎのようである。すなわち， 1936年商船法
(Merchant Marine Act)第302条d項の規定によると，「外国航路就航中の
米国船において，船長以外の所要米国人乗組員に欠員〔単数〕が生じた場合
は，本船が米国の最初の港に帰着するまでの間，米国市民以外の者をもって
それに当てることができる」ことになっている。もちろん，この規定は，例
えば急病人の発生などに対する「緊急避難」を駆める趣旨のものであろう
が，米国政府は，この「抜け穴」を利用して，問題のクウェート船に米国人
としては船長のみを派遣することで，事態を切り抜けようとしたのである。
他方，当該船舶の「所有」については，これは比較的簡単で，米国デラウ
ェア州に名義上の会社 ChesapeakeShipping Co.を設立して，そこへ船を
移した。そして，同社の申請にもとづいて，上記のような乗組員に関する原
(26) 
則の適用除外を闘めたのである。下院の商船漁業委員会では，この法律が米
(27) 
国船員の雇用を事実上奪うものであるとの見地から，新しい法案を上程し，
その結果， 1988年1月にクウェート・クンカーに乗り組む全船員の4分の3
は米国市民でなければならない，という法律が成立した (1月11日大統領署
名）。しかし，カールッチ国防長官の「国家安全保障上の見地」からする要
(26) 「外国海事情報」第716条， 1987.7.15,16-19ページ，「特集：クウェート・ク
ンカーの米国転籍問題」を参照。
(27) 同規程は，米国から遠隔の水域で活動する沖合補給船などにも適用され，地元
の船員を雇用することでコストダウンが可能になっていた。「外国海事情報」第
733号， 1988.1.25,24ページ。組合は，かねてからこの規定に反対しており，
ITFは米艦護衛のクウェート・クンカーを「便宜置籍船」と認定した。「同」第
716号， 19ページ。米国人船長以外の乗組員は， フィリピン人， パキスクン人，
英国人等雑多であった。「同」第733号， 24ページ。いま改めて，護衛開始当時の
新聞を見ると，米国報道関係者は7月21日，米船の膜衛を受けるぺくオマン湾の
フジャイラ沖に碇泊中のクウェートの2使のクンカーには，「星条旗が掘揚され
ているのが目撃され，すでに米国人船長が乗り組んでいる」と，硯地の緊迫した
様子を伝えている。「日経新聞」 1987.7.22。
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請により，配乗法規を所管するコースト・ガードは，この法律の適用を免除
するウェーバーを ChesapeakeShippingに与えた。結局，その法律は無視
(28) 
されたのである。
このようにして， クウェート・クンカーの米国移籍問題は，政府の強引な
やり方によって，あっけなく片付けられた感がある。そこで，問題はむし
ろ，米国民や議会が，この護衛作戦をどう考え，または行動したかである
(?9) （30) 
か，その問題は，本稿の主題をさらに逸脱することになる。ただ，船籍とく
に便宜置籍船との関係において，この時期に注目されたことは，英国がペル
シャ湾での船舶護衛に参加したことにより，同国はバミューダ，マン島，香
(31) 
港等の船籍を多く獲得した，という指摘があったことである。
萩原正彦氏が前述の論文でいわれているように，一国が他国の船舶を護衛
してはならないという原則は，それが「当該外国船の旗国が有する主権を侵
害すると同時に，当該旗国を自国の防衛に引きずり込む結果となる」からに
(28) 「外国海事情報」第333号， 24-25ページ；「同」第737号， 1988.3.5, 16ペー
ジ。このウェーパーは， 2月9日に発給され， 1年間有効とされた。護衛作戦が
終了したのは， 9月26日で89回であった。船籍の方は， ウェーバーの有効期間中
そのままだったかと思われる。「同」第755号， 1988.9.25を参照。ともあれ，「そ
うした船に米国人船員を乗せることが，どうして国家の安全保障を損なうことに
なるのか，逆ではないか」という，組合および下院委員長の言葉は，政府への皮
肉にはちがいないが，真実味がある。「同」第737号， 16ペー ジ。
(29) 議会では，上院外交委員会を中心に，この膜衛作戦に反対がつよかったが，結
局，政府の行動．を阻止するまでには至らなかった。いつの時代にも，政権担当者
の「国家安全保障上の判断」が最優先するのである。
(30) いわんや，護衛作戦の展開や，それに伴って発生した事件を追うことなどは，
論外である。しかし，ここで白状すると，私がなぜこのようにペルシャ湾危機に
関心をもったか。その1つの理由は，過ぎる大戦の末期に海防艦の乗員として船
団護衛に当たった（終戦の時は，九十九里浜で機雷敷設に従事していた）体験が
あるから，だと思う。実際 1987年7月24日，米艦が護衛したクンカーが触雷し
て以来，新聞に浮遊機雷の写真などが出ると，東支那海で何度も同様の機雷を処
分したことを想い出して，ひそかな興奮を覚えたのである。
(31) 「外国海事情報」第753号， 1988.8.25/9.5,10-13ページ，「熾烈化する置籍国
間の競争」，原文は， Seatrade,Business Review, 1988.7/8, pp. 29-33. 
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(32) 
ほかならない。ところが，逆に，みずからの船舶を外国の利便に供し，非常
の事態に際しては，相手国による自国船の徴用（したがって（上と同様転籍
後）護衛）に合意することを約束している国がある。米国との関係における
リベリア，パナマ，ホンジュラス（いわゆる ‘‘EUSC"の相手国）がそれで
あって，最近では米国海事局 (MARAD)は，バハマに対してもこれを認め
る決定を行なった。さらに，バヌアツも，すすんでこの協定を結ぶよう申し
(33) 
出た（しかし，断わられた？）という。いかにも「国旗売ります」 (flags
for sale)という姿勢であって，これこそ，国際的危機に際してはしなくも
露呈された便宜置籍国の政治的体質—あえていえば，非「独立国」性—
といえないだろうか。この点については，後で再び触れることにしたい。
3. 日本の客船建造とその国籍
今年（平成元年）は，「客船元年」とか「クルーズ元年」とかいわれてい
る。そこで—上の 2 項で物騒な話を取り上げた埋め合わせに一「平成」
の年にふさわしく，いま注目の大型客船について簡単に見ることにしよう。
主眼は，もちろん船籍である。由来，客船は多数の乗組員を必要とする。日
本人船員はコストが高いからというので，乗組定員を極力へらす合理化（近
(32) 萩原正彦「前掲」 2ペー ジ。
(33) 「外国海事情報」第726号， 1987.11.5,14ページ；「同」第733号， 22-23ペー
ジ；「同」第740,1988.4.5, 21ページ；「同」第743号， 5.5/15,23-24ペー ジ。
もちろん，米国の海員組合としては，政府のこうした方針に反対している。ま
た，組合が明らかにしたところによれば，米国海軍はペルシャ湾において，実際
には米国人所有の外国籍船を護衛していたという。「同」第737号， 1988.3.5,25 
ペー ジ。
ついでながら，バヌアツについて。同国は，オーストラリアの北東，ソロモン
群島とニューカレドニアの中間にある群島国で， 1980年に英•仏共同統治下から
独立した（人口約14万人）。バハマ (1973年独立）と同様， コモンウェルス（英
国船主が登録すると，英国旗を掲げることができる）に所属している。独立直後
から便宜置籍国として名乗りを上げ， 1986年には東京にも登録事務所を開設して
いる。 1987年当時の登録船舶は， 141隻， 77.5万総トンである。「海運」 1986.12,
14ペー ジ；「同」 1987.7,100ページ。後者には，主な国際登録国の現状が表示
されている。なお，榎本喜三郎氏の紹介記事（「海運」 1986.2)を参照。
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代化船の建造）につとめてきたが，いまでは円高のために，その近代化船で
さえも国際競争力がないといわれる。それなのに，数多い船員を使用する客
船の場合，果たして日本人船員（対旅客サービス業務を含む）を乗せてやっ
(34) 
ていけるのか。いったい，その船籍はどうなっているのか，である。
すでに一般にも知られていることでもあるから，簡単に述べる。今年4月
(22日］に就航する〔した］第1船は，昭和海運の「おせあにっく・ぐれい
す」 (5,200総トン，船客定員120名）である。 クルーズ海域は， 日本近海～
中国・グァム・サイパン方面で，乗組員は70余名（運航クルー16名，船客係
54~55名）。船は子会社の「オセアニック・クルーズ」が保有し，「オセアニ
ック・トラベル」が集客に当たる。日本鋼管津製作所の建造で，船価は約50
億円。
第2船は，大阪商船三井船舶と商船三井客船の共有船「ふじ丸」 (23,300
総トン，船客定員603名）で，昨年 (1988)9月神戸の三菱造船所で進水し
た。進水式での命名は，石原慎太郎運輸大臣，支索のカットは同夫人であっ
た。つまり，本船は同年度新設された外航客船整備のための財政資金（開銀
融資初年度30億円）を投入して建造されたもので，船価は約80億円。戦前
・戦後を通じてわが国最大の客船（従来の最大は， 1930年建造の秩父丸，の
(35) 
ちの鎌倉丸で，総トン数17,500トン）である。
本船は， 4月29日に東京を出港して，香港・台湾10日間の処女航海（企画
は三越）に出ることになっている（執筆時）。乗組員は 135名（内訳不詳）。
同社の「新さくら丸」 (16,400総トン）の場合は，船客定員550名に対して，
運航要員25名，サービス要員39名，計64名である。しかし，この人件費は，
イギリスの「クイーン・エリザベスn」(67,100総トン，船客1,850名， クル
(34) 客船事業は，運送が主ではなく，むしろレジャー産業に属する。したがって，
いわゆる海運業の尺度では論じ切れない。ここでの観点は，その意味で，単純な
むしろ素人の議論であるかも知れない。
(35) より大きいのは， 1939年に起工された，同じ日本郵船の橿原丸と出雲丸 (27,
700総トン）であるが，両船は建造中に空母に改装され (1942年就役， 44年沈没
・中破），客船とはならなかった。
現代海運における船籍制度とその運用（東海林） (319)169 
-980名）の人件費とほぼ同額であり，また， ノルウェーの「ロイヤル・バ
ィキング・スター (28,200総トン，船客758名）の場合は， クルーは420名，
その国籍は34カ国にのぼるが，その人件費は「新さくら丸」よりも安い，と
いわれる。
商船三井客船の社長としては， 日本人船客を対象に運賃を 1日3万円に抑
えているが，「人件費については，コックなどを除く下働きの掃除夫や皿洗
いなどは三国人におきかえれば， 10分の1で雇える。この補完的混乗をぜひ
(36) 
実硯して，会社の宝でもある乗組員の労苦にも報いたい」と。商船三井社長
（船協会長）の相浦氏も，•ことあるごとに外国人船員の日本籍船への導入を
（追注）
主張しておられるが，故なしとしないのである。
日本のクルージング時代の第3船は， 日本郵船の「クリスタル・ハーモニ
」ー (49,400総トン，船客定員960名）である。船価は約240億円，建造はも
ちろん日本（三菱重工長崎造船所）であるが，船籍はバハマに置かれ， 1990
年6月就航の予定である。乗組員は， 460名， うち運航部門には 60数名が予
定されているが，ここでも日本人 (20名程度）のほか， ノルウェ一人，フィ
リピン人等をクルーとして麗い入れる。また，ホテル部門，ェンクーテーメ
ント部門には， ヨーロッパ人をキースクッフに， 日本人，アメリカ人， フィ
リピン人などを配乗するという。
船主は，郵船の子会社「クリスクル・シップ社」（バハマ）で， 運航会社
は同じく「クリスクル・クルーズ社」（ロスアンゼルス）である。 クルージ
ングの主たる船客はアメリカ人で，太平洋，アラスカ，中国，カリプ海など
のクルージングが予定されている。かつて， 1970年代のデクントの頃には，
ソ連も米国人船客を対象にして，「キャビャとウオッカ」を売り物にカリプ
(36) 「海上の友」 1988.7.21,16ペー ジ。
（追注）運輸省では，「客船外国人船員問題検討会」を設け， 日本籍の外航客船に外
国人を乗船させる場合の問題点や受け入れの基準について検討しており， 6月に
は中間報告をまとめる予定とのことである。「日経新聞」 1989.5.3。一般に外国
人労働者の受け入れ問題に対する関心が高まっているなかで，船の場合は，文字
どおり「オフショア」な職場として，特別扱いがなされているようである。
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海のクルージングを営み，そのために， リペリアやパナマに便宜置籍してい
たことがある。その場合， コスト的にはソ連人船員の低賃金が指摘されてい
(37) 
たから， ねらいは， まさしく親米的な「旗」そのものにあったといえる。
「クリスタル・ハーモニー」の場合は，船客に対するサーピス（とくに言語）
もさることながら，やはりコストが1つの重要なポイントになっているに進
いない。いずれにせよ，来年 (1990) 6月には，バハマの国旗を掲げた「日
(38) 
本関係」の初の豪華客船が登場することになるだろう。
(37) アメリカでは厳重なカポクージュが行なわれているが，客船がある港から出て
同じ港へ帰る場合はカポクージュから除外されている。 Jantscher,G. R., Bread 
upon the Waters: Federal Aids to the Mar伍meIndustries, 1975, p. 48. 
他方， 1972年の米ソ海運協定にもとづいて，ソ連船は米国の40港について入港の
権利を認められたが，その中にフロリダ半島のマイアミ等は含まれておらず，ヵ
リプ周遊に不便であった。 「外国海事情報」第280号， 1974.12.15, 7ペー ジ。
その他，「同」第257,276, 278号等を参照。ソ連が，ハワイやリペリアに客船の
籍を置いたのも， 1つはそうした運航上の理由によるのかも知れない。ついでに
いえば， 1979年末のアフガン進駐以来，米ソ関係が悪化してソ連船は荷役ボイコ
ットを受け，やがて米国航路から撤退した。上記の協定も 1981年の期限切れ以
来，途絶えたままになっている。想い出すと，私は， 1979年9月，ニューオリー
ンズを訪れて， ミシシッピー川を遡航するソ連の貨物船を見たが，いまはどうだ
ろうか。 14日前の事前通告と米国政府の許可によって入港が可能のようである
が，詳しいことは分からない（海産研調べ）。
(38) 日本郵船がなぜパハマ船籍を選んだのかは，もとより知るよしもない。バハマ
は，マイアミからほとんど目と鼻の先にあり，、プエルト・リコよりもはるかに近
い。前述のようにコモンウェルスに属してはいるものの，経済的にはアメリカと
のつながりが大きい。 MARADは，前記バヌアツの要請に対して，同国の場合
は「バハマと同列に論ずることはできない」と述べた。「外国海事情報」第740
号， 21ページ。硯在バハマ船籍を利用している船主のなかには，キュナード，マ
ースク等欧州の有力船主が含まれている。なお，同国は1986年以来，船舶の二重
登録を認めている（山岸〔8］9-10ペー ジ，〔9J39-40ページ）。しかし，この制
度は，相手国にこれに対応した制度がなければ，生かされない。わが国の法律で
は（船舶法条2条），日本船でなければ日本の国旗を掲げることができないから，
したがってこの場合， 「クリスタル・ハーモニー」が「日の丸」を掲げることは
ないだろうし，日本郵船としてもそれを望んでいるわけではあるまい。
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皿 船籍制度の新展開とその政治・経済的意義
1. 船籍条約 (1986年）の成立ー一船籍商品化の公認—
(321)171 
さて，前節においては，個人的な関心にもとづく点描によってではある
が，一応，船籍をめぐる現代海運の様相を具体的に把握し得たと思う。そこ
で，本節の課題は，このような「船籍現象」の背後にある公的な制度とその
政治・経済的意義を考察することである。この場合，船籍制度の新しい展開
の事実や．またそれに伴って発生している世界的な現象については，別に多
くの論文や資料が発表されている（稿末の文献目録を参照）。したがって，以下
においては，それらはできるだけ省略し，ただ私なりに問題となる事実を要
約して，それに対する理解と考え方を述べることにしたい。
まず，第1に取り上げねばならないのは，国連で1986年2月に採択された
新しい船籍条約一「船舶登録要件に関する国連条約」 (U.N. Convention 
on Conditions for Registrati,on of Ships)—である。この条約は，私が
前掲の「カボクージュ」論文で理解したような，船籍に関する国際的合意の
形成•発展過程に即していえば，それのどういう段階に位置するのであろう
か。同論文のあとで，榎本喜三郎氏の詳しい研究〔1Jが発表されているの
で，いかにも我田引水のようであるが，大方の寛怒を乞うて述べれば，すな
わちつぎのようである。
船籍に関する国際会議の「第1ラウンド」は， 1896年の国際法学会のヴェ
ネチア会議であった。そこでは，「商船のための国旗使用に関する規則」が
採択され，そのなかで「所有主義」が共通項として取り入れられた。ただ，
船籍要件についての各国の自主性（主権）を尊重する立場から，この決定は
単なるアドバイスにとどめられた。しかし，いまにしていえば，このことは
逆に，当時の主要海運国では “genuinelink"の船籍条件が事実上守られて
いて，とくに条約化する必要性がなかったことを意味する，ともいえよう。
「第2ラウンド」は，戦後国連で1958年に採択された「公海に関する条
約」，とくにその第5条である。このときは，すでに冷戦のさなかにあり，ァ
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メリカは便宜置籍船 (FOC)を手放すことは不可能であった。西欧諸国は，
何とかして FOCを抹殺しようとしたが，最終的には安全保障上の見地から
条文の修正に妥協し， “genuineline"は形骸化した。 FOCは生きのびたの
である。しかし，この条文の成立過程をみれば，国家が自国船舶に対して
「行政上，技術上および社会上の事項について，有効に管轄権を行使し，有
効に規制を行なう」ために，当然必要な「きずな」として， ‘‘genuinelink" 
が考えられていたことは明らかである。
この点を掘り起こして，再び “genuinelink” を生きかえらせようとした
のは， UNCTADであり，発展途上国であった。 1974年4月，第1次ォイル
・ショックの動揺のなかで，途上国は定期船市場への確実な参入を約束する
「コード条約」を成立させた。しかし，参入のもとになる船腹は不足してい
る。要求の矛先は，バルク市場への参入と FOCの排除に向けられた。なぜ
なら，．後者は，先進海運国の船主が，その真の所有者であり，彼らは上記条
約の空文化をよいことにして，自国船の競争力低下をカバーするのに FOC
を利用している，と考えられたからである。
同じ1974年7月に開催された UNCTAD第6回海運委員会では，「“ge-
nuine link"の欠如が国際海運に与える影響」について，検討を開始するこ
とが決議された。こうして，船籍に関する国際的合意形成の「第3ラウン
ド」が始まったのである。コード条約では分裂に陥った西側諸国も，すでに
経済的に FOCを不可欠にしていたため，今度は一致団結して反対した。解
決の目途の立たない延々たる国際団交がつづけられているうちに，全世界の
政治経済運営は，あげて保守化・自由化・規制緩和へと流れていった。途上
国のあいだでも，他の案件と同様に，この問題についても利害の不一致が目
立つようになった。 1986年2月に，参加109カ国の「全員賛成」で採択され
た上記条約は，当初途上国が意図したものとは，およそかけ離れた内容にな
っている。
いうまでもなく，当初の目的は，“（economic〕炉n_uinelink"の内容を
具体的に確定することによって， FOCを追放することであった。しかし，
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条約では， ‘‘genuinelink"の具体的な項目が，船舶の所有 (ownershipof 
ships)，船員の配乗 (manningof ships)および船舶の管理(management
of shipowning companies and ships)の3本柱であることは明示された
ものの，肝心の柱の中味やその柱が旗国と船舶の間をどうつなぐのかについ
ては， FOCの現状を容認した緩やかな規定にとどまっている。つまり，
"genuine link"は，この条約によって形式的には復活したけれども，結局
は「有名無実」に近いものとなり，改めて一一条文化することにより，かえ
って確かに一一「骨抜き」にされた (E.D.ネス流にいえば，今度こそ本当
(39) 
に， ‘thekiss of death"を与えられた）のである。
条約は，まだ発効してはいない。満場一致で採択されながら，批准が遅々
として進まないというのも奇妙なはなしであるが，ともかく， 109カ国の全
員賛成によって成立したことは，．そうした形式的な整備を待つまでもなく，
十分な効力を期待することができる。それというのも，皮肉にいえば，条約
はとくに難しいことを決めたわけではないからである（この点，形のうえで
は第1ラウンドに似ている）。かくして，西側先進国の船主と政府は，一様
にこれを歓迎した。途上国は，全体としては不満であり，先進国の労組は，
(40) 
明らかに反対の声明を発表した。
この条約の成立を契機として，国際海運における社会的対立の基本的な構
図のうえで，南北問題はその影をひそめ，それに代わって，従来から存在し
ていた先進国における資本対労働の問題が，再ぴ表面に出てきた観がある。
政府は，「民活」の掛け声を残して，「一服Jの態勢に入ったのである。な
ぉ，この間における，南北問題に係わる各国グループ別の船腹量に変化につ
いては，表ー2を参照されたい。
2． フラッギング・アウトの急増ー―—船籍市場の拡大一一—
いうまでもなく， “genuinelink” は，各国がその主権にもとづいて，亙i
(39) ネスのこの言葉は， IMCO条約の解釈に関する， 1960年6月の国際司法裁判所
の「勧告的意見」に対して用いられた。拙稿「カポクージュ」 183ペー ジを参照。
(40) 日本郵船「調査月報」 1986.3,59ページ。さらに詳しいことは榎本（1〕513-
528ペー ジを参照。
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表ー2 世界国家グループ別船腹保有量（年央，百万重量トン）
1970 I 1987 I 1年の増加量
トン数 1 %―― トン数 1 % 70~87 | 86~87 
先進市場経済諸国 209. 7 I 65.0 216.2 34.2 2.1 △27.6 
便宜置籍国 70.3 21.6 214.5 33.9 8.2 13.4 
小 計 282.2 86.6 430.7 68.1 10.2 △14.2 
社会主義諸国 21. 7 6.6 62.4 9.9 2.4 1. 7 
発展途上国 20.5 6.3 132.3 20.9 6.7 5.3 
うちアジア 10.7 3.3 91.3 14.4 4.7 6.2 
そ の 他 1. 7 0.5 6.9 1.1 0.3 0.3 
合 計 326.1 100 632.3 100 19.6 △6.8 
（出所） UNCTAD,Review of MaゲitimeTranspoゲt,7987, TD/B/C.4/319, 1988, p.7, 
Table 4. 
籍付与の条件を設定する際に守らねばならぬ最低の条件をいうのであり，ぃ
いかえれば，船籍付与に関して国家間で取り決められた規制原則の代名詞で
ある。なぜ， ‘‘genuinelink"が問題になるのか。それは， FOCが第2次大
戦後に出現し，次第にふえてきているからである。
そこで， FOCの側から上述の歴史をくり返して眺めると，まず，船籍合
意の第1ラウンドに当たるヴェネチア会議の当時には， FOCは存在しなか
った。 “genuine link’'は条約化されなかったけれども，とくに問題はな
かった。ところが，戦後の第2ラウンドでは，「覇者」アメリカの必要性に
もとづいて， リンクは明文化されないままに終わった。いまにしていえば，
アメリカのもつ FOC, なかでも “EUSC"船隊なるものは，今日の「オフ
ショア」や「第2」船籍を（実質上）先取りして休現したものにほかならな
い。なぜなら，それは，「安上がりで，しかもいざという時には役に立つ
（はず）」船隊だからである。国際的にそれが容認されたのは，前述のよう
に，冷戦の影響であった。国際的には，経済が政治に屈したのである。
(41) 
今回の第3ラウンドにおいては， リンクの何たるかは明示されたが， しか
(41) 実際は，この間に， 1973年から始まり足掛け10年かかって（第3次海洋法会議
で） 1982年に成立した「海洋法条約」（未発効）があるが，これは，船籍の付与
に関しては（同第91条）第2ラウンドと同じである。
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し，そのリンクは本来の目的には役に立たない仕方で規定された。明らか
に，規制は緩和され，ほとんど撤廃されたにひとしい。なぜそうなったの
か。日本をはじめ西欧諸国の船主も，すでに FOCを不可欠としており，こ
れを抹殺することは，到底不可能であった。第2ラウンドで危うく生き残っ
たFOCは，成長して強大になっており，今度は世界の政治が経済に屈した
のである。
そこで新しく，何が生じたか，それに対して政府はいかなる対応を迫られ
ているか。いわずと知れたフラッギング・アウト (flagging-out, 自国籍船
の海外流出）とそれにつづく新しい船籍制度の続生を，以下述べようとする
のである。しかし，ここで，なぜそういうことになるのか。およそ船籍要件
を国際的に合意せんとする場合，規制を要求する社会制度上の契機とは，ど
んなものであろうか。
第1に考えられるのは，国際世論であり，国際船主団体や同じく労働団休
がそれを形成する中心的な役割を果たすであろう。第2は，政府間で締結さ
れる条約である。第3は，条約の形成に参加し，条約を摂取して国内法を立
案する政府である。とくに日本の場合には，行政指導が大きい役割を果た
す。第4は，国内法の成立を決定する議会である。そして，第5は，そうし
た行政・立法を動かすべき国内世論であり，第1の国際世論と同様に，ここ
でも船主団体と労組とが世論形成の中心であり，労使間の協約・慣行は，そ
の重要な核となるであろう。
とすると，第3ラウンドにおいては，このうちの第1と第2の国際的な関
門は，事実上取り払われたことになる。残るのは，各国独自の判断にすぎな
い。まさしく，「公海に関する条約」第 5 条第 1 項の最初の条文—--「各国
は，船舶に対する国籍の許与，自国領内における船舶の登録及ぴ自国の旗を
掲げる条件を定めるものとする」一ーだけが，いま生き残っているといえ
る。ピンボンの玉は，国際討議の舞台から，各国の国内に投げ込まれたので
ある。ここで政府が沈黙しておれば，先進国の労働者（船員）にとって，拠
るべきものは唯一労働慣行あるのみである。それさえも外されれば，ほとん
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ど孤立無援，自由な労働市場に投げ出され，職を失なうのは明らかである。
フラッギング・アウトは，このようにして，船籍条約の成立に伴って「起こ
るべくして起こったもの」といえよう。
それでは，流出した船は，どこへ行ったか。どこの旗を掲げたのか。いう
までもなく， FOCである。 FOCの本質や意義については，数多くの議論が
なされてきたが，そのなかで私がとくに注目したのは，さきの「カボクージ
ュ」で述べたように， PCL交通班の定義であった。すなわち， PCLはFOC
(42) 
をもって ‘‘salableflag" とみなした。地田知平教授は，このような定義づ
けには反対であって，その議論のなかで「しかし，船主の意向をいくらかで
も考慮しない規制や制度の制定というものがあるだろうか」と反論しておら
(43) 
れる。実際，それはそのとおりだと思う。元来，政策とはそういうものだか
らである。
しかし，それにも拘わらず，とくに1974年に途上国からの問題提起があっ
て以来，先進国の船主と政府には，なお FOCの支持に対して多少のためら
いがあった。 “salableflag"は，依然FOC特有の性格であると，先進国政
(44) 
府もおおよそ認めていたのではなかろうか。ところが，長期にわたる攻防の
結果，最終的には上記の条約が成立し，船籍付与に関する規制は確実にゆる
められた。換言すれば，すべての国家が，みずからの国旗（船籍）を「販売
する」ことが自由にできるようになった。他方，船主としては， 「認知」な
どという引け目を感ずることなく，堂々と大手を振って FOCの利用を主張
(42) Polytechnic of Central London (PCL), Transport Studies Group (Discus-
sion Paper No. 8), Flags of Convenience in 1978, 1978, p. 2. なお，拙稿
「カボクー ジュ」 171-172ペー ジを参照。
(43) 地田知平「便宜置籍船に関する若千の問題」「ビジネス・レビュー」 Vol.28, 
No. 4, 1981.3, 5ペー ジ。
(44) わが国の場合， 1978年に出された海造審の「中間答申」で，仕組み船が「認
知」されたが， 1980年の「本答申」では若干それを抑えた表現になっていた。こ
の間， 1979年の UNCTAD第5回総会（マニラ）において， FOCの段階的排除
(phasing-out)が途上国から提唱され，決議されている。
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し，実行できるようになったのである。それは，まさしく「船籍商品化」の
公然たる，全面的な許容であり，全世界の国に FOCへの道を開いたものに
ほかならない。
いまや，船籍は，国家がその主権にもとづいて，つまり国家本来の権利と
義務を行使すべく， ‘‘genuinelink"のある船舶に付与する，当然のとはい
え一種尊厳にみちた資格，というようなものでは基本的になくなった。むし
ろ，船主の側からすれば，世界中どこの国からでも自由勝手に選択して，も
っとも有利なものを購入（ないし輸入）できる制度的商品（公共サービス）
にすぎない。船主は，船舶を登録する（登録料を支払う）ことによって，船
籍（国旗）そのものを買うのではなく，当該船藉の許容する条件・制度を買
うのである。その制度が自由なものであればあるほど，船主には都合がよい
ことはいうまでもない。それによって'-船舶の管理（艤装）が安上がりにな
るからである。
このようにして， 1986年の船籍条約が，先進国船舶の船籍離脱ーーフラッ
ギング・アウトー＿ーをいやが上にも促進したことは，当然の成り行きであっ
た。それまでは，南北問題ー一国際世論と新条約による規制強化の可能性
一を顧慮して，曲りなりにもそれを抑制していた歯止めが，公然と取り払
われてなくなったからである。先に引用した Seatrade,Bus切essReview 
の特集記事は，編集者自身がいうように，新しい船籍情況を冷かし半分
(tongue-in-cheek)に展望し，各船籍の「品定め」をしたものであるが，
そのなかの見出しで，筆者の And~ew Guestは，「最近，市場の規制が緩
和され，そのことが，こうした販売用船籍の氾濫を招いている」 (The
controls of the market have been loosened in recent years, releasing 
(45) 
this flood of flags for sale.) と述べている。まさにしかり，というべき
(45) Seatrade, Business Review, 1988.7/8, p. 29.この “GoodRegister Guide" 
では， FOCゃNISをホテルにたとえて，女印の数でその良否をランク付けして
いる。ちなみに，筆者によると，現在世界の船籍市場 (registrymarket)の規
模は，次のようになる。すなわち， FOCは1987年に (UNCTADの統計で） 2億
2,000万重量トンで，それは8,800万純トンに当たる。これに，平均のトン税0.25
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である。いま，試みにその状況を簡単な表にまとめてみると，表ー3および
表ー4のようである。
表ー3 日本と西欧各国の船腹減少量（年央，千総トン）
i 1985 i 85~86 1 86~871 87~8813年合計1弓娑?| 1988 
日 本 39,940 1,452 2,556 3,858 7,866 19.7 32,074 
ギリ シ ヤ 31,032 2,461 4,831 1,581 9,053 29.2 21,979 
ノルウェー 15,339 6,044 2,936 △2,991 5,989 39.0 9,350 
イ ギ リ ス 14,344 2,776 3,062 245 6,084 42.4 8,260 
イ 夕 リ ア 8,843 947 80 23 1,049 11.9 7,794 
フ ラ ンス 8,237 2,301 565 865 3,731 45.3 4,506 
西 ド イ ツ 6,177 612 1,247 401 2,260 36.6 3,917 
合 計|123,912 [16_._7!3 | 15,277 | 3,98叶~. 29.l_J 87,880 
（備考） 1. ノルウェー の湯合， 85~87の減少量は8,980千総トンで， 198辟F比58.5％に当た
る。同国の NISは， 1987年7月1日より発足した。
2. イギリスの数字には，マン島置籍船 (198邸手は2,137千総トン）が含まれている。
（｀資料）ロイズ船腹統計。
表ー4 便宜置籍国の船腹増加量（年央，千総トン）
I 1985 I 1986 I 1987 I l988 I 85~88 I 増加率-(%) 
リペリア 58,180 i 52,649 51,412 I 49,734 △8,446 △14.5 
，ぐ ナ マ 40,674 41,305 43,235 44,604 3,930 9.7 
＊キプロス 8,196 10,617 15,650 18,381 10,195 124.4 
フィリピン 4,594 6,922 8,681 9,312 4,818 102.7 
*,,~ ノ‘ マ 3,907 5,985 9,105 8,963 5,056 129.4 
＊シンガポール 6,505 6,268 7,098 7,209 704 10.8 
，，＜ミューダ 980 1,208 1,925 3,774 2,794 285.1 
ジプラルタル 583 , 1,613 2,827 3,042 2,459 421.8 
＊マ Iレ ク 1,856 2,015 1,726 2,686 830 44.7 
合 計 |125,475| 128,582 | 141,659 | 147,715 | 22,240 | 17.7 
（備考） 1. ＊印は，コモンウェルスに所属する国。他に，パミューダは英国自治領，ジプ
ラルクルは同直轄領である。
2. フィリビンとジンガボーJレは， ITFの取扱いを参考にして表示した。
＇（資料）ロイズ船腹統計。
ドル／トンを掛けて得られる2,200万ドルは最低評価額である。トン税のほかに，
登録料，検査料，領事館手数料，その他の（内密を含む）費用が加わるので， リ
ベリアの9,000万重量トンに対して2,000万ドル [1重量トン当たり約0.22ドル〕
というのを参考にすると，全体では4,500~5,000万ドルになる。 ibid.,p. 31. 
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この表によれば， 日本および西欧の主要海運国では， 1985~88（年央）の
3年間に約3,600万総トンの船腹が減少しており，反対に， FOC諸国では約
2,200万総トンが増加している。船腹の減少は，もちろんフラッギング・ア
ウトによるものだけではない。この間，海運不況によって解撒された船腹量
は， 1985~87（暦年）の 3年間で合計5,500万総トン（うち， 日本船は510万
総トン， リベリア・パナマは，それぞれ820万総トンおよび760万総トン）に
のぼるからである。しかし，実際に，たとえば日本船の場合， 1985~88（年
央）の3年間に海外へ売船された2,000総トン以上の外航船舶は，合計605隻
(46) 
で1,600万総トンに達している。その結果，多数の船員が船を去ったことは，
すでに前述したとおりである。
ともかく，とうとうたる奔流にも似た勢いで， フラッギング・アウトが進
(47) 
んだ（いや進みつつある）といえるであろう。日本船の規模についていえ
ば， 1984年の悔造審の「中間答申」においては， 1983年当時1,140隻，約
3,400万総トンであった日本の外航船腹量は， 1990年には 848隻，約2,900万
総トンに減少するであろう， と冷静に見込まれた。しかし，実際には， 1987
年に816隻， 2,820万総トンに減少した。いい方はよくないが，この場合の
「減量目標」は， 3年も早く達成されたことになる。「止むを得ないこと」
といいながら， 日本海運業の r日本人船員離れ」は，土壇場へきて急速に進
行したのである。
実際，この間に， 日本の円は 1ドル250円から一躍125円に， 2倍も高くな
っている。アメリカを除く先進国の船主が争ってフラッギング・アウトに走
ろうとするのも無理はない。他方，船籍の売り手である FOCの側でも，懸
(46) 大西章敬「2つの船腹統計をみて」「外国海事情報」第766号， 1989.2.5, 2ペ
ジー。
(47) 日本のような海外売船によるフラッギング・アウトのみでなく，裸用船によっ
て船籍を外国に移す，いわゆる「二重登録」も最近増加しており， FOC相互間
でもそれが見られる。船舶の国籍（もとの登録国）と旗国とが，この場合は一致
しなくなっているのである。この問題については，榎本 [3J[4J，谷川 (5J
および山岸〔10Jを参照。
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(48) 
命なセールスを展開している。前節ペルシャ湾の項において見たように，有
カ国の海軍による護衛というような，キナ臭い条件さえも， FOCのセール
ス・ボイントになった（事実，表—-4 ではそのことが現われている）。かく
して，船籍はまった＜商品化し，船籍市場はビジネス一色になったかの観が
ある。
しかし，はなしはそれで終わらなかった。先進国政府は，全世界的な保守
化（自由化）のなかで，船主の要望に応えて途上国の鋭鋒をかわした。これ
で一段落，あとは「民活」に任せておけばよい，と考えたかも知れない。し
かし，そうはいかなかったのである。上記の護衛問題が，まさに端的に例示
しているように，船籍のいかんは，当該船舶はもちろんのこと，実に国家の
安全保障に係わる大事だからである。国家の安全保障こそ，政府最大の任務
であり，自己の存立の基盤でもある。地球上の社会は，経済のみで成り立っ
ているのではなく，世界の海がいつも平和だとはいえない。
前述のように，船籍条約が採択されたのは， 1986年2月（第4回全権会議）
のことであるが， 1974年以来の途上国による反 FOC_、‘genuinelink"の
明定化ー一の流れが「方向が変わった」のは， 1985年1~2月の第2回全権
(49) 
会議以後のことであった。利にさとい船主が，この情勢をキャッチして， フ
(48) FOCは，一方では安全・配乗基準に関する国際条約を批准励行することによ
って，自国籍船の評判を高めねばならない（とくに米国の港湾に入港できるかど
うかが，重要である）。しかし，それも真面目にやりすぎると（？），船主から雛
われる。リペリアは， 1979年の 8,200万総トンをヒ゜ークにして，その後減少をつ
づけているのに対し，パナマは反対に 2,200万総トンから年々増加してきている
（表ー 4参照）。とくに隻数については， 1986年央に前者の1,658隻に対して，後
者は5,252隻に達している。そこで，同年リベリアは登録料金の値下げを行なっ
たが，それでも置籍のコストは FOC中最高といわれる。リベリア籍船減少の理
由としては，料金のほかに，タンカーが多くそれの解撒がひぴいた点もあるが，
しかし， Fairplayによれば，それよりも， リペリアの配乗条約批准や船舶検査
の励行が船主に嫌われたと見ている。 FairplayInternational Ship桝ngWeek-
ly, 1986.5.8, pp.12-13,「船協月報」 1986.6,33-36ページ；山岸 C8 J 4-7, 
28-30ペー ジ。
(49) 榎木 Cl;403ページ以下，とくに420-421,426-',131および534ペー ジを参照。
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ラッギング・アウトに一段と積極的になったであろうことは想像に難くな
(50) 
い。とうとうたるフラッギング・アウトによって， ‘‘genuinelink"によっ
て結ばれている自国船が急速に減少していくのを見た先進国政府は，自分達
が成立させた条約の結果が，ほかならぬ自分達の足許を脅かすものであるこ
とを，改めてさとらされるはめになったのである。
3. 新しい船籍制度の続生ー一船籍の輸入代替―
「さあ，こんどは，各国政府によるまちまちな『手作りの』船籍制度の出
番だ。 ITF（国際運輸労連）がスボンサーになってくれるような船籍も夢で
はない。」 (Do-it-yourselfregisters are the next stage. An ITF-spon-
sored register is not an impossibility.)前記 Seatradeの船籍市場論評
は，いま 1つの見出しで，このように述べている。筆者自身は， 「手作り」
のなかに，既存 FOCの改装をも含めて考えているようであるが，しかし，
何といっても注目されるのは，近年先進海運国において続生している新しい
船籍制度であって，それこそまさに新現象といわなければならない。
「オフショア船締」，「国際船籍」あるいは「第2船籍」などと称される，
これら新しい船籍制度に共通している特徴は，第1に旗国の伝統にふさわし
い技術水準を維持しつつ，第2に FOCに近い経済的利益を与えるために，
配乗基準を綬和し（外国人船員の混乗を認め），税制上各種の優遇措置を講
じ，そして第3に，国旗によって象徴される船舶の国籍を自国に留保するこ
とによって，安全保障上の便益をそれに期待していることである。第1の技
術水準の問題を一応考慮の外におけば，新しい船籍制度は，船主の経済的要
求と国家（政府）の政治的必要性との妥協の産物であり，とくに後者におい
て硯段階的意義を見出し得る，というのが私の見方である。
そこで，この点について若千考えてみると，イギリス（マン島， 1984年），
フランス（ケルゲレン島， 1986年）， ノルウェー (NIS, 1987年），デンマー
(50) もちろん，制度だけが変化の要因ではない。フラッギング・アウトの背後に
は，打ちつづく海運不況と競争の激化という経済的圧力があった。後者の原因の
1つは，途上国海運の発達であり，さらにいま 1つは， FOCの増加それ自身で
あった（表ー2参照）。
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ク (DIS,1988年）そして西ドイツ（ISR：第2船籍， 1989年）など，これら
諸国はすべて北大西洋条約機構 (NATO)に加盟している。 NATOにとっ
て，安全保障上商船隊が重視されていることは，アメリカの文献をみれば明
(51).. 
らかである。山本泰督教授によれば，米国海事局は， 1987年の年次報告
(MARAD'87)において， NATO諸国の商船隊の減少にふれ，それが有
事における海上輸送力の低下をもたらすことに「懸念を表明」しているとの
(52) 
ことである。
西欧諸国自身の考え方については，直接にそれを確謁しないので，ここで
は憶測を述べるにすぎない。しかし，現に1982年のフォークランド紛争に際
しては，ィギリス政府は， QEIをはじめ合計57隻にのぼる商船を徴用ない
し用船して，海軍機動部隊とともにはるか南大西洋の戦場へ派遣した。それ
は，戦争としてはやや特殊なケースではあったが，ともか <“Merchant
Navy’'は， 1956年のスエズ動乱以来，久しぶりにその威力を発揮したので
ぁ茫
さらに，最近（たまたまの披見によるが）， ワルシャワ条約機構 (WTO)
では，先に (1988年11月） NATOが発表した両陣営の軍事力比較デークに
対し， WTO側の観測資料を発表した。それによると，戦車や浩水艦などと
(51) 例えば， Nahra,R. J., "Sizing a U. S. Merchant Marine for National 
Defense", in Whitehurst, C. H., Jr., The U. S. Merchant Marine: In 
Search of an Enduring MariがmePolicy, 1983 (Ch. 12)． ここでは，アメ
リカ自身よりも， NATOの問題が全面的に取り上げられている。なお，同書の
全体については，「海運経済研究」第19号， 1985.10所載の拙稿書評を参照。
(52) 山本 (16)30ペー ジ。 したがって， 卑見によれば，「第2船籍」は，西欧諸国
がこうしたアメリカの懸念に政治的に応えたものと見ることができよう。
(53) それにも拘わらず，その後もイギリスの船腹量は減少をつづけた。すなわち，
1980年には2,700万総トンを保有し世界第4位 (6.5%）であったものが， 88年に
は僅かに820万総トンで第12位 (2.1彩）に転落している。香港 (730万総トン）
のほか，バハマ，パミューダ，ジプラルクルなど（表ー4参照）を加えると，若
干見方は変わってくるけれども。逆に，われわれとしては，サッチャー政権下に
おける保守化の強烈さを見せつけられる思いがするのである。
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(54) 
一緒に，大型船舶の保有隻数が取り上げられている。 NATO側の発表には，
それが含まれていない。しかし，相手側がそれを重視している以上，当然の
ことに NATOとしても商船隊の規模・能力に関心をもたざるを得ないであ
ろう。それが，安全保障なるものの通常のあり方だからである。とりわけ，
米ソ両国が長距離核を中心とする軍縮に進んでいる今日，近距離核や通常兵
(55) 
器に関して，西欧諸国の関心は一段と高まらざるを得ないであろう。
要するに，新しい船籍制度における最大のねらいは安全保障にあり，自国
(56) 
資本による自国籍船の確保と自国船員の温存にある。くり返していえば，こ
れら先進国政府は，みずから成立に参与した新しい船籍条約を，これまたみ
ずから活用して， Seatradeのいわゆる「手作り」の船籍を創出し，それを
(54) 「毎日新聞」 1989.1.31の記事を参照。すなわち， WTOの発表によれば，大
型船舶の保有数は， WTOが10唸E,NATOが499隻となっている。
(55) 北欧，とりわけノルウェーにとっては， その地理的環境からして，とくに海上
の安全保障に対する関心が高いと思われる（たまたま，本稿執筆中の1989年4月
7日に，ソ連の原子力港水艦がノルウェー北方の海上で沈没する事故が起こっ
た。この海域は，かつて第2次大戦中，連合国の船団がソ連への救援物資を輸送
し，それを阻止せんとするドイツ海軍との間で冬期激戦が展開されたところであ
る）。「ノルウェーは前線国家である」と同国国防相は述べている（「毎日新聞」
1989.4.8夕）。ここで， 3度私事を述べれば，私は1979年6月下旬， 北極圏にあ
るノルウェーの港町ポーデを訪れたが，そのときも，近くの空港からひっきりな
しに飛ぴ立つ戦闘機のごう音に驚かされた。司馬遼太郎のいうように，「この大
海のなかの蓬莱島のような日本列島に住んでいると，まったく安全保障の感覚が
なくなってしまう」（「街道をゆく」 1,1971, 50ページ）のである。ちなみに，
ノルウェー は， 1987年々央において本国籍船に対し重量トン数で1.73倍の FOC
を保有しているが，この比率は，アメリカでさえ1.34（西ドイツは量は少ないが
1.30, ギリシャは1.06, 日本は0.62)倍である。
(56) NIS (Norwegian International Ship Register)の場合，船長のみがノルウ
ェーの免状をもっておればよい。したがって，外国人でもよい。また，資本につ
いては，外国船社も登録できる。ただ，こうした外国船主にとっては，有事の際
にノルウェー政府に徴用されるのではないかという不安がある。最近，同国政府
は「外交白書」の中で，外国船主保有の NIS籍船に対しては， 自国防衛の役割
をもたせないことを明らかにした。これによって，今後外国船主の NIS登録が
促進されるであろう，という。大阪商船三井船舶〔22J12ペー ジ。
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(57) 
（主として自国船主を対象に）売りに出すことにしたのである。伝統的海運
国の「船籍市場」への一斉参入であり，まさに画期的なできごとといわねば
ならない。ただし， FOCとのあいだには大きい相遮点がある。それは何か。
すでに明らかなように，純然たる FOCは，旗国による安全保障を期待す
ることができない。むしろ，逆に旗国は，自国船の安全を外国政府に委ねる
ことによって，自国船籍のセールスに役立たせようとさえしているのであ
る；アメリカの歴史学者 R.P．カー ライルは， FOC生成の歴史を詳らかに
して，その書名を “Sovereigntyfor Sale"とした。多分に，書店による，
これも「セールスのための」題名かとは思われるが，読んだうえでの実感と
(58) 
しては当たっている。これに対して，西欧各国の新しい船籍は， “flagsfor 
sale"ではあっても， ‘‘sovereigntyfor sale"ではない。 この点が，決定
的に異なるのである。
さて，前項において私は，船主が新造船の船籍を FOCとし，あるいは所
有船をフラッギング・アウトして FOCに移すのは，すぺて FOCのもつ制
度を購入（輸入）するものである，と述べた。 それは， FOCの実態にもと
づいた経済学的なとらえ方であると思う。実際， FOCは，しばしば「海の
多国籍企業」であるとか，「海運企業の海外進出」であるといわれる。しか
し，一般産業，とくに製造業のように，硯地に工場をもつわけではなく，現
地の労働者を使うわけでもない。技術移転は行なわれるけれども，それにあ
ずかるのはほとんど第3国の船員である。したがって， FOCは，形のうえ
(57) この点，アメリカは，前に触れたように， “EUSC”船隊を保有することによっ
て（本当は，どこまで「有効」か疑わしいが），その必要をないものにしている。
しかし，これは，アメリカが相手国に対して，国際礼譲 (internationalcomity) 
ならぬ国際侮辱 (internationalaffront)を与え，かつ相手国自身もそれに甘ん
じているからこそ成立している「きわどい」船籍のあり方にほかならない。拙稿
「EUSC」87ページを参照。ともかく，アメリカの立場と行動は特殊である。
(58) Carlisle, R. P., Sovereignty for Sale: The Origins and Evolution of the 
Panamanian and Liberian Flags of Convenience, 1981. 書中では，この表
題のような説明はなかったと思う。なお，拙稿「海運政策論の硯代的課題」「海
運経済研究」第20号， 1986.10,34-35ペー ジを参照。
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では対外的直接投資となる場合が多いが，実態は，船籍という特殊な行政サ
ービス（不サービス？）の輸入である，といえる。硯に，たとえば榎本喜三
郎氏が示されている FOC利用の形態図によれば，本国の船社は，外国人船
員の雇用以外は，すべての業務を国内において遂行することができるし，実
(59) 
際そうしているケースが多いようである。
それでは，新しい船籍制度は，経済学的にはどう考えられるか。それは，
先進国の政府が，自国船のフラッギング・アウトを食い止め，自国船主所有
の FOCを本国へ呼ぴ戻すために，つまり，自国船主が外国の船籍を輸入し
ていたのを改めて，自国政府の売り出す船籍を買うようにさせるために，苦
心して開発した新商品であり，いうならば船籍の「輸入代替品」 (import-
substitution goods) である。船主は一一もちろん，船員としても一一国家
の安全保障に役立たせられることを，積極的には望まないであろう。しか
し，この場合，相当の経済的メリットがあり，しかも，船舶運航の安全が保
障されるとあれば，あえて外国のサービスを購入することなく，自国政府の
新商品を購入することに，相当の合理性が認められることになろう（とにか
く，どの国の，どの船籍を選ぶかは，まった＜船主の自由に任されることに
なっているのである）。
ともあれ，いまや，西欧先進国においては，同じ自国旗を掲げる自国籍船
のなかに，異なる種類の船舶が生じたことになる。それは一―—金融取引にお
ける「オフショア市場」と同様に一要するに政府自身が認めた制度の遮い
によるものであって，船籍の所在地（船籍港）が文字どおり「オフショア」
(60) 
にあることを，さらに要しない。同じ国土，同じ港に登録されたものであっ
(59) 榎本〔4]59-60ページ，「日本における便宜置籍船の一般的登録・運航形態」
（図および注）を参照。
(60) NISも最初は，北極海の孤島群スピッツペルゲンに置くことが考えられたが，
結局，同国第1の商港ベルゲンに設けられた。新船籍制度を総称した用語として
は， 「第2船籍」 (secondregistry)というのが，単純明快でよいと思う。つま
り，いま構想されている新々マルシップは，「日本型第2船籍」であり， ‘‘EUSC"
は「アメリカ型第2船籍」である。
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ても，異なる条件によって登録されるわけである。それはまた，隣国中国に
おける「経済特別区」のようなものである。そこでは，中国本来の社会主義
休制ではなく，資本主義休制が公然と認められている。香港は， 1997年には
中国に返還されることになっているが，しかし，返還後も50年間は，現在ど
おり資本主義制度を維持することが約束されており，返還後は巨大な経済特
区が出硯することになる。そのとき，香港船籍のあり方はいかにあるべき
か。他の諸法制の準備と並行して，いま香港では，返還後の新しい船籍制度
—中国的オフショア（または第 2) 船籍—について，研究が進められて
(61) 
いるという。社会主義国家を巻き込んで，世界の政治・経済はいま檄しく動
いているのである。
よく知られているように， UNCTAD事務局は， FOCのことを “open
registry"と呼ぴ， ‘‘genuinelink"を有する “normalregistry"と対立さ
せてきた。つまり，大まかにいって，戦後の国際海運には，この 2種類の登
録制度が存在したことになる。しかし，いまや，第3の登録制度として，私
のいわゆる「第2船籍」が登場してきた。それぞれのもつ政治・経済的意義
については，以上にみてきたとおりであるが，ーいま試みに，佐波宣平博士の
「3類型」を想起して，それらの特性を総括的に表現すれば，どういうこと
がいえるであろうか。思うに，第1の正常船籍は「ナショナリズムの船籍」
であり，第2の FOCは「コスモボリクンの船籍」であり，そして最近の
「第2船籍」は，これこそ新しい国際経済の時代に対応した「インクナショ
ナリズムの船籍」である，と，このようにいうことができるのではなかろう
か。
N おわりに一一「国境なき経済」の時代における国家と海運ー一
西独ハンプルグの郊外には，通称 ‘‘welcomepoint"と呼ばれる名所があ
って，そこのレストランでは，エルベ川を遡って入港してくる船を見ると，
(61) 「外国海事情報」第694号， 1986.11.15, 12ページ；大阪商船三井船舶「調査
月報」 1989.1,15ペー ジなどを参照。
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その国の国旗を掲げ国歌を流して歓迎している。かつて作家の三島由紀夫も
ここを訪れ，日本船の入港に際会して大いに感動したといわれる所である。
しかし，最近では「日本船もそうだが， ドイツ船も少なくなって……パナマ
の旗を見て，パナマの国歌を流したのだが，乗っているのはイギリス人，ィ
(62) 
ンド人—そんな船ばかりになった」と，店の主人は嘆いているという。
これがー―くり返して， ＜どいようであるが一ー船籍ひいては国際海運の
現実の姿である。その背後にある船籍の制度とその意義一ー表題にいわゆる
「本質」については，これもすでに見てきたとおりである。いうまでもな
く，こうした制度は，すぐれて歴史的所産である。そこで最後に，はじめに
用意したような，およそ海運政策の一手段としての船籍制度といった観点か
ら，改めて，現代のとくに先進国における船籍制度とその運用ーー政府と企
業の双方におけるー~その歴史的意義を考えることにしたい。現
代船籍制度の本質は，そのことによっていっそう明らかになるはずだからで
畔63:
前稿において私は，ィギリスのヘンリー 7世の航海条例を論じ，「ここに，
硯在国連の場において問題になっている船の国籍問題の原点を見る想いがす
(62) 「海上の友」 1988.9.21「舷灯」士井全二郎氏（朝日新聞記者）稿を参照。
(63) 実際は，ここで，なおつぎのような3つの問題を念頭に浮ぺる。 1つは，先に
触れた「二重登録」の問題であるが，これはあまりにも法律的な専門領域に属す
る。第2は，「船舶管理市場」の問題で，これは，上述のような船籍制度の展開
と相表裏する形で出現した「新種」の海運市場として注目されるけれども，すで
に別の研究がある。すなわち，山岸寛「海運の国際競争と船舶管理会社の経済的
役割」（上）（下） r海事産業研究所報」第272,273号； 1989.2, 3および萩原正彦
「“SHIPMAN" 書式について一 BIMCO の船舶管理標準合意書式—」（上）
（下）「同上」第273,274; 1989.3, 4を参照。さらに，この1と2の実際的な関
係については，再ぴ榎本 [4J59-60ページを参照。そして，第3は，いわずと
知れた日本船・日本海運の問題である。しかし，これについては，なお論ずべき
ことが多く，ここで簡単には述べられない。ただ，本稿において私は安全保障の
要因を指摘したが，そのことは，最近一部の人のいわれるように，安全保障をク
テにして日本人船員と日本船を守れ，という主張をしているのではない。
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(“) 
る」と述べた。私の単純な歴史理解からすると，近代的な国民国家が形成さ
れたのは，イギリスにおいては，早くチュードル王朝 (1485~1603)から 2
つの市民革命を経て， 17世紀にはそれが達成されたといえよう。大陸におい
ては，フランス革命以後， 19世紀になってようやく国民国家が形成され，日
本では明治維新によってはじめてそれが達成されたと思われる。いうまでも
なく，ほとんどの発展途上国にあっては，それは今世紀も第2次戦以後のこ
とに属する。
イギリスのチュードル王朝期における自国海運に対する熱い期待は，佐波
宣平博士の筆によって生々と伝えられたところであるが，わが国もまた明治
の近代国家形成期においては，それとよく似た興奮を体験している。たとえ
ば，司馬遼太郎は『坂の上の雲』（第1部あとがき）のなかで，次のように
述べている。
「ヨーロッパ的な意味における『国家』が，明治維新で誕生した。……維
新によって日本人ははじめて近代的な『国家』というものをもった。……
だれもが，『国民』になった。不馴れながら『国民』になった日本人たち
は，日本史上の最初の体験者としてその新鮮さに昂揚した。このいたいた
(65) 
しいばかりの昂揚がわからなければ，この段階の歴史はわからない。」
海運についても，前稿で述べたように「ノルマントン号事件」（明治19年，
1886年）には国民的な関心が寄せられたし，また，明治29年 (1896) 3月，
日本郵船が初の欧州航路に土佐丸 (5.，402総トン）を就航させたとき，人ぴ
とが出帆を祝福した「新作手踊り」の歌には，次のようにある。
「実に日本の誉なり 郵船会社の汽船にて 四本マストの巨大船其名も
高き土佐丸の欧州航路を開始する 其出帆の勇々しさを 眼に見る事の
(64) 拙稿「カポクー ジュ」， 164ペー ジ。
(65) 「司馬遼太郎全集」第24巻， 1973,274ページ。バルチック艦階を最初に見付
けた沖縄で， 5人の漁民が宮古島から（無線局のあった）石垣島まで170キロの
海上を15時間かけて決死の力漕をつづけたという話は，「この時代の日本の田園
社会の人間がどういうものであったか」（司馬）を端的に物語っており，まさに
全巻を通じての感動のエピソードである。「同上」第26巻， 338-347ペー ジ。
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(66) 
嬉しさよ 貿易ますます繁昌する ゆくわいゆくわい」 (2, 3番略）
今日の眼から見れば，それがどんなに滑稽であろうとも，当時の日本人と
しては，それが真実であった。いな，今日のわれわれがそれを滑稽と思うほ
ど，この100年間に日本の国家も海運も変わってしまった，のである。 ドラ
イにいえば，今日「国家とは，いわば公職につく役人・政治家の集合であ
(67) 
る。」国民の 1人1人がそれを形成している，といった認識はそこにはない。
他方，経済についてはどうか。これはもう，連日の新聞やテレビが伝える
とおり，国際化—ーというより，人件費については「脱日本人」そのもので
ある。牧野昇氏の言によれば， 「無国籍化」することが，日本企業にとって
(68) 
の生き残り策であるという。セイコーエプソンの場合も，「エプソンがどこ
(69) ・
の企業だか分からないようにするのが理想」だという。 ECでは，輸入品に
対する制限に関して，、原産地証明のあり方を問題にしているようであるが，
大手部品メーカーのミツミ電機マレーシア工場の場合，「ここにいると，原
(70) 
産国表示に何の意味があるかとさえ思う」と，工場長は述べている。それ
は，まさしく，上で見てきたような国際海運における船緒現象と軌をーにし
(71) 
ている。経済，とりわけ生産段階における経済活動の国際化・地球化現象が
(66) 日本郵船株式会社「七十年史」 1956,60ペー ジ。
(67) 猪口孝「国際政治経済の構図」 1982,14ペー ジ。
(68) 牧野昇「これからの産業」①「日経新聞」 1988.6.5。
(69) 「日経新聞」「会社が変わる」 1988.8.31。
(70) 「毎日新聞」「アジアの熱風」第2部④1988.8.30。また，アパレル業界でもレ
ナウンが「世界一」になったという。これも，世界中で，プランドやデザイン，
それに縫製などを組織し支配した結果であるという。「日経新聞」 1988.12.27の
記事を参照。
(71) とはいうものの，他産業における海外生産の割合は，海運業に比べると全体と
してはまだまだ低い。通産省の調べでは， 1987年度日本企業の海外生産比率は
4.0% (88年度は4.8%)に達したという。「日経新聞」 1989.4.28。他方，日本関
係の FOCは， 1987年々央で3,380万重量トン (UNCTAD資料），これに対して，
3,000総トン以上の日本箱外航船舶は4,530万重量トン (1987年3月； 88年3月に
は3,960万重量トン）である。これにもとづいて，単純に（船種・収益力の遮い
を無視して）海運業の「海外生産比率」を計算すると，すでに43%（ないし46%)
に達している。同様に，．マルシップ方式によって外国人船員の混乗が推進された
場合は，一般産業における外国人労働者の受け入れとは比較にならないほどの高
率で，それが日本の孤立した職場（オフショア日本船）で出現することになる。
190(340) 
(72) 
これである。
第 34巻第 2 号
かつて，重商主義はなやかなりし時代には，海運（貿易商業）は国の基幹
産業であった。航海条例は，その重商主義を支える大黒柱であり，そのなか
で，船籍要件としては，所有と配乗と建造と，この 3要件がセットとして要
求された。逆に，政策本来の目的としては，自国海運を増強せんがために，
通商の自由を制限し国旗差別を行なったのである。つまり，「マーカンクイ
ル・システム」のなかでは，産業政策が市場政策を従属させる形で（内から
外へ）政策の整合性が成立していた。 まさしく， 「システムとして」経済ナ
ショナリズムが貫徹されていた，といえる。
しかし，今日のように，商品やサービスについて全面的な自由貿易が要求
される時代にあっては，国家は市場政策によって産業を支える道を失なって
いる。海運の場合，わずかに定期船については，同盟コード条約によって国
旗差別の公隠が行なわれているが，それとても，実際有効に作動しているの
は，発展途上国を中心とするごく一部の航路にすぎない。その他の定期航路
およびバルク・トレードのすべては，あらゆる国の船舶にひとしく開放さ
(73) 
れ，結局は，有力な産業資本の支配に委ねられているのが現実である。国家
が，一方では自由な市場原理を受け入れながら，他の一方で，競争力のない
自国商船隊を振興させようとすることは，もはや不可能である。
よく引き合いに出されるように，アメリカは， Shipping Act と Mer-
chant Marine Actを両翼として，それをやり遂げようとしている。しか
し， 1916年以来の歴史が示すように，そのような不整合な政策が成功するは
ずがない。それは，あたかも「木によって魚を求める」というか，いわゆる
(72) この間，海運業の相対的地位も様変わりに下落した。かつては， 東京で「社
長」といえば，日本郵船の社長 (3代目，近藤廉平： 1895~1921在職）を意味し
たというが，最近では「ニホンユーセン」と聞いても，知らぬ人はどこかの有線
放送のことかと思うらしい。
(73) 新しい船籍条約は，上述のように FOCを公認した。そのことが，先進国の産
業資本にとって，自己の物流管理をますます有利にするものであることは，見安
い道理である。
現代海運における船籍制度とその運用（東海林） (341)191 
「ざるに水」であって，アメリカ政府が自国海運業につぎ込む直接・間接の
補助金は，前記G.R．ャンチャーの書名がいうごとく，まさに “breadupon 
the waters"とならざるを得ない。
その結果，アメリカは早くから FOCを “Flagsof Necessity"として，
これを手離そうとはせず，西欧や日本では， G77と ITFの顔色をうかがい
ながら FOC化を進めていたが， 86年の船籍条約を契機にどっとフラッギン
グ・アウトに走った。その有様を目前にして， 日本郵船の高瀬鴻氏は「一国
(74) 
資本主義の終焉」と評した。まさしく，そのとおりだといわねばならない。
海運を含めて，先進国の企業は，いまや製品の販売のみでなく，生産要素の
結合においても，全面的な開放体制のなかでのみ生き残ることができる，そ
ういう仕組みになってきたのである。国際経済における（外から内へ）グロ
ーバルな市場原理の貫徹がそこにある。このとき，国境の壁はいよいよ低
(75) 
く，国家の色彩は限りなくうすい。上述の「第2船籍」は，こうした環境の
なかで，国家がその存立の基本をかけて，精一杯試みた政策的抵抗ないしは
知恵とでもいうべきであろうか。
結局，問題は，以上のような歴史的事実を前にして，これをどう評価する
かである。それは一平成の日本を，再び明治に戻すことができないように
—すでに，個々人の評価を超えた，重々しい「時代の流れ」というべきか
も知れない。しかも，眼前の事実は，関係者にとってはきわめて深刻であ
る。ただ，しかし，われわれが長い目で人類の歴史を振り返り，今後の世界
を展望するとき，そこに何がしかの確信と希望をいだ＜余地があるのではな
かろうか。そう思って私は，最後に，かの重商主義を批判し自由主義を鼓吹
(74) 高瀬鴻「苦悩する西欧海運と Flagging-out」「外国海事情報」第692号， 1986.
10.25, 2ペー ジ。 ' 
(75) こう書いてきて，思わずR．ギルピンの “Sovereigntyat Bay Model"を想起
させられる。いうまでもなく，バーノンの著書 (Vernon, R., Sovereignty at 
Bay: The Multinational Spread of U.S. Enterprises, 1971;邦訳名「多国
箱企業の新展開：追いつめられる国家主権」 1973)の表題に由来する。先般の
「東芝」事件もその背景はこのところにあるといえよう。
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したアダム・スミスが，その著『国富論』の一節でつぎのように述べている
点に，改めて読者の注意を喚起して，この駄文を終わることにしたい。
「さて，アメリカの発見と喜望峰を迂回して東インドに至る航路の発見
は，人類史上に記録された， もっとも偉大でもっとも重要な 2つの出来事
である。その結果は，これまでのところだけからしても，すこぶる大きい
のであるが，これらの発見がなされてからまだ2, 3世紀しか経っていな
いのだから，その結果がどれほど巨大なものであるかを大局的に見透すこ
とすらできがたい。
これらの大事件から，今後，どのような恩恵または不幸が人類にもたら
されるのか，それは人智のよく予見しうるところではない。これらの大事
件は，世界の遠く離れた地域を大なり小なり結びつけ，これらの地域が互
いに有無相通じ，互いに享楽を増加し合い，互いに産業を奨励し合うこと
を可能にするものであるから，一般的傾向としては有益だと思われるであ
ろう。ところが，東西両ィンドの原住民にとっては，これらの出来事から
本来もたらされるはずの商業上の一切の利益は，これらの事件が惹き起こ
した恐るべき不幸のなかに埋没してしまった。
だが，こうした不幸は，右の出来事の本質から生じたものではなく，む
しろ偶然によって生じたもののように，私には思われる。すなわち，これ
らの諸発見の行なわれた時期は，たまたまヨーロッパの人間の実力がいち
じるしく優越していたので， 彼らは遠隔の地で， 何ら罰せられることな
く，さまざまな不正不義を働くことができたのである。しかし，今後は，
これら地域の住民はこれまでよりも強くなり，あるいはヨーロッ・パの人間
の方がより弱くなって，世界のあらゆる地域の住民は，その力と勇気とに
おいて対等なものになるであろう。そうなれば，互いに恐怖心をもつよう
になろうから，おのずから［ヨーロッパの〕独立国の不正不義が抑制さ
れ，互いに他の国民の権利を何程か尊重し合うようになるだろう。
しかも，こうした力の均等が確立されるためには，すぺての国の間で行
なわれる広汎な貿易が，それに伴って自然に，いやむしろ必然的にもたら
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すところの，知識とあらゆる種類の改良の相互の伝達こそが，他の何もの
(76) 
にもましてそれに有効であろう。」
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